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監督及び検査のため新造機に搭乗する場合の手続について（通知）

標記について、航空法（昭和２７年法律第２３１号）第２８条第３項の規定に基づ

く業務範囲外行為の許可手続については別添１のとおり、また、自衛隊機の取り扱い

については別添２のとおり定められているので、隊員が監督及び検査のため新造機に

搭乗する場合の手続については、別紙により実施されたい。
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別 紙

監督及び検査のため新造機に搭乗する場合の手続

１ 製造請負契約又は売買契約により、新たに取得しようとする航空機（以下「新

造機」という。）に監督、検査のため隊員が搭乗する場合は、航空法（昭和２７年

法律第２３１号）第２８条第３項の規定に基づき、地方航空局に許可を申請する。

２ １の許可申請にあたっては、補助者（会計法第２９条の１１第１項及び第２項に規定

する補助者並びに省訓第２７号第６条第１項の規定により監督を行う場合において、担当

官を補助する者をいう。以下同じ。）が搭乗する隊員にかわって申請者となり、業務範

囲外行為許可の申請書（付紙様式による。）を作成のうえ、原則として最初の飛行

計画日の２０日前までにそれぞれの地方航空局に申請を行う。

３ 業務範囲外行為許可の申請書作成上の留意事項

⑴ 付紙様式の３．⑵に記載する飛行期間は６箇月以内とするが、個々の申請にあ

たっては、それぞれの地方航空局と事前に調整のうえ記入する。

なお、同一機種で許可される飛行期間を超えて長期間継続的に隊員による飛行

（以下「官飛行」という。）を実施する計画のあるものについては、じ後の官飛

行計画を添付する。

⑵ ⑴に関連し、申請する新造機の機数は、その許可される飛行期間に飛行を予定

している同一機種のすべてについて申請して差し支えない。

⑶ 契約相手方が該当新造機の飛行の許可申請を地方航空局に行っている場合、そ

の飛行計画期間と官飛行計画期間が重複するときは、付紙様式の３．⑶に係る空

域、進入帰投経路及び同６の⑴に係る航空機の主要諸元、性能、三面図等につい

ては当該項目についての具体的な記入を省略することができる。ただし、この場

合には契約相手方（社名）の申請に同じである旨注記する。



付紙様式

発簡記号番号

年 月 日

（東京又は大阪とする）

航 空 局 長 殿

補助者名 印

業務範囲外行為許可の申請について

標記について（機種名記入）の（監督官又は検査官の区分記入）として搭乗するた

め、航空法第２８条第３項の規定に基づき、下記のとおり申請します。

記

１ 申請者氏名及び住所

２ 航空機の種類、等級、型式（機種）、機体番号

３ 飛行計画の概要

⑴ 飛行の目的

⑵ 日時又は期間

⑶ 空域、進入帰投経路

４ 操縦者の氏名及び資格

５ 同乗者の氏名及び同乗の目的

６ その他参考となる事項

⑴ 航空機の主要諸元、性能、三面図等

⑵ その他必要事項
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